
Ⅱ 技術革新に対する態度と職業意識  う．回 収 率  

調査対象船舶36集，船員数1，237名のう   

ち，回収したのは32隻，864名で，船員数   

の場合の回収率は6 9．8多である。また，その   

うち集計を行なったのは31餐，8う1名で対   

象船員の68．8痴である。   
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6．調査対象の属性   

調査対象の所属会社，職種，年令，学歴構成  

及び未既婚別構成は表Ⅱ－1～う■にしめすとお   

カである。  

A は じめに  

1．調査の目的  

一般的傾向として，生情意識や職業意識が最  

近，著しく変化してきてレLるが，これらの意識   

の変容は技術革新に影響さかながら，そしてま   

た，逆に技術革新の進展に影響していく。本調   

査は，船員の生活意識や職業意識の実態を明ら   

かにすると同時に，船舶の技術革新にたいする   

態慶一との関連を明らかにすることを目的として   

ぃる0   

表II－1 会社別構成  
以下同じ  

比率 （）内実数  
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14．3  （122）   

16．5  （140）   
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1う．2  （129）  
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2．調査対象   

各社よカ専用船，タンカー，定期船の船種別   

に．1社平均5～6隻を抽出した。6社全体の   

対象船舶は36隻で，そのうちわけは，昭和36   

年以前の建造船が10餐，37年以降が26隻，   

船種別には，定期船10隻，専用船12隻，タ   

ンカー12隻，コンテナー船2隻で，船員数は   

1，237名である。   

100，0  （8う1）  

表ⅠⅠ一2 職  種  

甲 板 部   

機 関 部   

そ の 他   

不  明  

′J、計   

甲 板 部   

機 関 部   

事 務 部   

不  明   

（106）   

（102）   

（ う6）   

（ 1）   

（26う）   

3．調査方法  

各船どとに一括して郵送した。記入済調査表   

は各自で密封の上一括して研究所あて返送する   

方法で行なった。  

27．1   （231）  

23．4  （199）   

14．7  （125）  

1．6  （14）  

66．9  （う69）   

100．0   （8う1）※  

′」＼計   

合  計  
4．調査時期   

19 69年11月～1970年1月  
※職員・部員別不明の17を含む   

－13－  


























